
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

北海道は、原発の稼働停止に伴い、本年７月以降、初めての本格的な節電に取り組んでいる。オフィスや工場に

おける空調設定温度の引き上げや照度の低下、勤務・営業時間帯の変更、あるいは計画停電への備えなどを経験

し、自由に電力を使用できることの有り難さを実感されている方も少なくないと思う。われわれは、長らく電力の安定

供給を「所与」のものとしてその恩恵に預かってきたが、国民生活を営む上での「前提」の変化に遭遇して、少なから

ぬ戸惑いを感じているのは私だけだろうか。 

 実は、電力以外の面でも、近年、経済活動や企業経営の「前提」が変化してきている。人口の減少と少子高齢化の

進展に伴う人口動態の変化である。わが国の経済活動や企業経営は、戦後一貫して人口の増加を「前提」として行わ

れてきたが、21世紀を迎えて、人口減少および少子高齢化という構造変化に直面している。 

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計によると、北海道は、総人口、生産年齢人口ともに全国を大幅に

上回るスピードで減少する見通しにあり、全国に先駆けて「前提」の崩壊に直面することになる。総人口の減少は「需

要の減少」を、高齢化の進展は「需要の内容変化」を、そして、生産年齢人口の減少は「働き手の減少」を招来し、需

要・供給の両面から経済成長の足かせとなる。 

 こうした点を踏まえると、今後、北海道経済が成長していくためには、以下のような取り組みを通じて、１人当たり生

産性の向上を実現することが不可欠となってくる。 

１つ目は「道外（特に海外）需要の積極的な獲得」である。当面、東北地方で期待される復興需要の取り込みに加

え、北海道の強み（食、観光、寒冷地技術等）を活かして、高度成長期にある東アジア地域を中心とした海外需要を

積極的に獲得し、道内総生産に占める移・輸出比率を高める必要がある。道内には、「川西農協の長いも」のような成

功事例もあるほか、最近では、北海道新幹線の札幌延伸の決定や北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区

認定など、交流人口や移・輸出の増加に向けた素地が整いつつあることから、今後、道外需要の獲得に向けたさらな

る取り組みの強化が期待される。 

２つ目は「人口動態の変化に対応した需要の掘り起こし」である。例えば、60 歳代世帯と20 歳代世帯の支出行動

を比較すると、60歳代世帯は20 歳代世帯に比べて、①「医・食」面では、保健医療（医薬品、保健医療サービス）や、

内食関連の食料品（魚介類等）の支出が多い、②「衣・住」面では、洋服や家賃地代の支出が少ない反面、設備修

繕・維持に関する支出が多いといった特色が指摘できる。 

こうした需要構造の変化に的確に対応し、顧客ニーズをきめ細かく汲み上げていくことにより、新たな成長産業を

創造していくことが可能となろう。こうした取り組みを通じて、新たな雇用の場を創出し、さらに高齢層の雇用延長や女

性の再雇用の促進、子育て世代が安心して働ける環境整備といった労働供給面の施策を併せて推進することによっ

て、北海道経済の再活性化が図られるのではなかろうか。 

全国に先駆けて人口動態の変化に直面する北海道においては、これまでの人口増加を前提とした「20 世紀型ビ

ジネスモデル」から一早く脱却し、人口減少、少子高齢化のもとでも高い収益率が上げられる、新たな「21世紀型ビジ

ネスモデル」を確立することが求められる。そして、いずれ人口減少や高齢化に遭遇することになる中国等の海外に

おいても通用する新ビジネスに、果敢にチャレンジし成功する企業が、北海道から数多く生まれてくることを期待して

いる。 
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『「21世紀型ビジネスモデル」の確立』    
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